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はじめに 

 2015年4月、宇宙航空開発研究機構（ＪＡＸＡ）は国立研究開発法人として新たなスタートを切りました。宇

宙航空分野の中核的実施機関として国の施策を技術で支えるこれまでの役割に加え、社会が抱えるさまざ

まな課題の解決に向け、日本全体としての研究開発成果の最大化を目指して、付加価値の高い技術の創

出に取り組んで行きます。このために、ＪＡＸＡの研究開発体制を一新しました。 

 具体的には、要素技術ごとに１３に細分化された研究開発グループを解体し、ここに本部制の下に分か

れていた衛星やロケットの研究者を集約して、宇宙技術の研究体制を４つのユニット組織に大括りしまし

た。これにより、基盤技術の強化はユニットごとに、要素からシステムレベルに至るさまざまな課題の解決

に向けた研究に対しては、既存の枠に捕らわれずに、ユニット横断的な研究チームを機動的に組める体制

としました。（図－１） 

 

 

 

図－１ 研究開発部門の新体制（専門技術関係を抜粋） 
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 世界の通信衛星の動向 

 宇宙の商業利用の中心である衛星通信において、近年我が国衛星メーカを初めとした企業努力もあっ

て、国際市場で受注を得ることができるようになりました。しかし、年間２５機程度と言われる公開静止通信

衛星市場に対して、日本企業の商用通信衛星の受注数は数年間で５機程度に留まっています。将来の静

止通信衛星市場において我が国が競争力を持ち、更なる獲得機会を得て行くためには、今後市場が求め

るブロードバンド通信に向けた、100Gbps以上の大容量の通信（ハイスループット）衛星の実現に必要な技

術の開発、実証が急務とされます（図－２）。具体的に言えば、新型の衛星バス、通信要求に柔軟かつ効率

的に対応できるマルチビームと通信チャネリング、地上ネットワークとのシームレス化等の技術です。 

 これらについて、総務省、文部科学省の主導の下に、情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）、通信事業者、衛星開

発メーカ、ＪＡＸＡが結集し、将来の通信衛星市場における競争力強化に向けた技術検討を進め、それらが

次期技術試験衛星（仮称）の構想としてまとまりつつあります。 

 

図－２ 通信衛星の大容量化傾向 

 

 次期技術試験衛星では、大容量の通信ペイロードの搭載が可能な衛星バス技術がキーとなります。通

常、ペイロード量を増やすためには衛星自体を大型化する必要がありましたが、それを克服するために、軌

道遷移や保持のための衛星の化学推進系をすべて比推力の高い電気推進系に変えるオール電化型の衛

星バスに取り組みます。オール電化とした場合、これまでの化学推進系主体の衛星の静止トランスファ軌

道投入時の質量の約半分を占める推進薬の量を約１／５に軽減できる可能性があります。この軽減分を通

信ペイロードや電源系等の強化に振り当てることで、打上げ費用を含めたコストに直結する衛星質量の増

大を抑えつつ、ペイロードを増やすことが可能となります。一方、オール電化の課題は、電気推進スラスタ

の大推力化と長寿命化という相反する技術を両立することにあり、世界各国で技術開発が進められていま

す（図－３）。今年３月に世界に先駆けて打ち上げられたボーイング社の電気推進を採用した静止衛星で

は、推力がそれほど大きくないため、軌道遷移期間に６～７ヶ月を要し、静止化予定はこの９月とされていま

す。これに対し、ＪＡＸＡでは、ＥＴＳ－Ⅲ以来積み上げてきた電気推進技術の知見を基に、電磁場設計の最

適化による噴射ビームの高効率化と軌道遷移と南北制御の二つの動作モードに対応可能な電源技術によ

り、世界をリードする大推力ホールスラスタ型電気推進の研究を進めています。新しい研究開発体制の下、

推進系、電源系、熱制御系等の技術の枠や、筑波、相模原、調布の各事業所の枠を超えて結集した研究

チームにより総力を挙げて取り組んでいます。 
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図－３ 電気推進系（ホールスラスタ） 

 

一方、目を低軌道に向けると、米国のベンチャー企業を中心に、かつて多くの期待を集めながら挫折した

スカイブリッジやテレデシック構想とは異なった多数の低軌道衛星による通信網を、新しい技術とビジネス

モデルで実現しようとする構想が動き出しています。 

米国のOneWeb社は、９００機から最終的には２６００機程度の１５０ｋｇ級のKu帯通信衛星を高度1200km

の極軌道に展開し、インターネット非接続地域の解消を目指しており、衛星については、エアバス社が航空

機の量産技術のノウハウを活用して大量生産による大幅なコストダウンを行うと発表されています。また、

スペースX社もグーグル等の出資を得て、４０００機近い衛星を用いた全地球規模のインターネット接続

サービスの展開を目指して、試験衛星の打ち上げ準備を進めています。低軌道の場合、回路上の工夫を

加えることで地上の民生部品の利用可能性が広がっていること、低軌道への輸送手段の多様化により輸

送コストの低下が見込まれることから、これらを活用した安価な小型衛星の大量に打ち上げにより、安定し

たサービスを提供する構想が現実味を持ちつつあります。 

今後に向けて 

これ以外にも、中国やインドの宇宙技術のめざましい発展など、宇宙を取り巻く世界の動きは多様化し、

その変化も異次元の速さで進んでいます。このような中で、日本の宇宙技術が世界レベルの競争力を持ち

続け、社会の課題解決に斬新な技術で貢献して行くためには、従来の宇宙関係者といった既成の概念の

枠に捕らわれることなく、日本の優れた知恵や技術と積極的に連携し、宇宙に取り込んで行くことが重要に

なって行くと思います。国立研究開発法人JAXAの研究開発部門として、スピード感を持ってこの課題に取り

組んで行く方針です。■ 
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